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事前照会手続の整備の現状と今後の方向性

































































































































































































12)金子宏 ｢ア ドヴァソス ･ルーリングの制度化｣『税研』72号,1997年,6頁｡
13)上田卓 ｢事前確認制度の動向とその検討｣『税研』95号,2001年,59頁｡







































































































18)金子 ･前掲注8論文,160-163貢 ;碓井光明 ｢ア ドバンス ･ルーリングに学ぶ｣『税理』



















も内国歳入庁が納税者に対 して行 う手引きの形態が存在 し,Revenue










































































































































































































108 経 営 と 経 済
































































































































































11･1 経 営 と 経 済
｢事前照会に対する文書回答の事務処理手続等について (事務運営指
針)｣58)に示されている｡そこでは,｢事前照会に対する文書回答は,納税者



























































































































































































































































































































































































































































































回答年月日(回答局) 照 会 事 項 区 分所得税 源 泉所得税 譲 渡.山林所得 相続税 贈与税 財産の評 価 法人税 消費税 印紙税その他間接諸税 酒 税 その他の国税
① H15.2.26(東京) 団体信用生命保険に係る課税上の取扱い ○ ○ (⊃ (⊃
② 2.10(東京) 粒子状物質減少装置の装着に係る費用の取扱い ○ ○
③ H14.12_4(札幌) 第13回全国産業教育フェア(北海道大会)の参加者が支出する費用の税務上の取扱い ○ ○ ○
@ 10.21(東京) 貸株株券の返還請求権担保信託の税務上の取扱い ○ ○
⑤ 10.15(名古屋) モーティパル2002世界一 くるまap)王国フェスタにおいて企業等が支出する費用の税務上C')取扱い ○ ○
㊨ 10.08(高松) 第16回全国健康福祉祭徳島大会の協賛企業等が支出する公告協賛金等の税務上 取扱い (⊃ ○
⑦ 6.25(名古屋) 第58回国民体育大会等において企業等が支出する費用の税務上の取扱い ○ ○ ○
@ 6.13(広島) ｢第15回全国マルチメデイ7祭2002inおかやま｣の参加企業等が支出する費用の税務上の取扱い ○ (⊃
@ 6.13(広島) 第60回国民体育大会｢晴れの国おかやま国体｣及び第 5回全国障害者スポーツ大会の参加企業等が支出する費用の税務上の取扱い (⊃ ○
㊨ 6.07(東京) 変額個人年金保険の課税上の取扱い ○ ○






回答年月日(回答局) 照 会 事 項 区 分所得税 源 泉所得税 譲 渡.山林所得 相続税 贈与税 財産の評 価 法人税 消費税 印紙税その他間接諸税 酒 税 その他の国税
⑬ H14.2.14(東京) 居住用財産の買換えの特例を受けて取得した買換資産を譲渡した場合 取得価額の計算について ○
⑭ 1.17(金沢) 『加賀百万石博』への参加団体等が支出する費用の税務上の取扱い ○ ○ ○
⑮ H13.12.18(庁) 指定住宅紛争処理機関(弁護士会)が行う紛争処理業務の税務上の取扱い ○
⑮ 12.17(金沢) 第17回｢海の祭典｣への参加団体等が支出する費用の税務上の取扱い ○ ○
⑰ 12.17(金沢) ｢若狭湾博2003｣への参加および出展に伴う支出費用の税務上の取扱い (⊃ ○
㊨ ll.26I(庁) 郵便振替票の払込金受領証を寄附金控除等の証明書の代 として取扱うことについて ○ (⊃
⑲ ll.15(庁) 市街地再開発事業による施設建築物及びその敷地を民事信託により信託した場合の税務上の取扱い ○ ○ ○ ○ ○ ○



























経 営 と 経 済
事務年度項目 ll (基準) 12 (12/ll) 13 (13/ll)
実地調査件数(件) ① 4,615 100 4,182 90.6 3.,866 83.8
更正.決定等の件数(件) ② 4,373 100 3,899 89.i 3,584 82.0
同上の内,不正計算のあった件数(件) チ 1,260 100 1,010 80.2 983 78.1
申告漏れ所得金額(億円) ④ 6,308 100 6,356 100.8 5,917 93.8
同上の内,不正脱漏所得金額(億円) ⑤ 944 100 629 66.6 644 68.2
追徴税額(億円) ㊨ 1,973 100 1,574 79.8 1,618 82.0
不正発見割合((参/(∋)(%) ⑦ 27.3 100 24.2 88.6 25.4 93.0






･事務年度項 目 ll (基準) 12 (12/ll) 13 (13/ll)
実地調査件数(千件) 亘1 lN 100 143 86.1 125 75.3
更正.決定等の件数(千件) ② 122 100 104 85.2 91 丁1.ド
同上の内,不正計算のあった件数(千件) + 41 100 31 75.6 26 63.4
申告漏れ所得金額(億円) ∫ 14,957 100 14,521 97.0 14,602 97.6
同上の内,不正脱漏所得金額(億円) ⑤ 5,507 100 3,830 69.5 3,840 69.7
追徴税額(億円) @ 4,487 100 3,656 81.5 3,627 80.8
不正発見割合((ラ/①)(%) 千 24.8 100 21.7 87.5 21.0 84.7
調査1件当たりの申告漏れ所得金額((む/①)(千円) @ 9,009 100 10,174 112.9 ll,699 129.9








事務年度項 目 ll (基準) 12 (12/ll) 13 (13/ll)
調査等件数(件) ① 748,566 100 816,882 109.1 867,316 115.9
申告漏れ(非違)のあった件敬(件) ② 613,708 100 618,048 100.7 624,813 101.8
申告漏れ所得金額(億円) せ 14,053 100 ll,82.9 84.2 9,514 67.7
追徴税額(億円) ④ 2,088 100 1,675 80.2 1,372 65.7





相互協議事案 事務年度別発生 ･処理 ･繰越件数
(平成11事務年度～平成13事務年度)
(単位 :件)
事 務 年 度 移転価格課税 事 前 確 認 そ の 他 合 計
平成11 発 生 22 37 10 69処 理 5 2 5 57
繰 越 48 52 30 130
平成12 発 生 14 48 12 74処 理 29 29 7 65
繰 越 33 71 35 139
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